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SUMMARY

Since the Myanmar military coup d'état on February 1, 2021, Myanmar youth in Japan 
have been featured more often on Japanese TV programs and have become more visible on 
the streets. The 88 Generation, who fled abroad after the 1988 coup, were restricted in their 
activities by the necessity to maintain both their livelihood and democratization movement. 
In comparison, those who can be categorized as “Gen Z”, and had been overseas for 10 years 
before the 2021 coup, have a stable foundation for living abroad in foreign countries such as 
Japan and openly, and vociferously, criticize the military in the Japanese language.

Mainly focused on Gen Z, this article made statistical analysis a general overview of the 
Myanmar community in Japan utilizing statistics during the period of 2011 to 2021 which were 
provided by the Immigration Services Agency of Japan. Of particular note, in June 2016, during 
the Suu Kyi administration, the population of people from Myanmar in Japan peaked to a 31% 
increase in contrast with the precious year, 2015. Approximately one out of two residents live 
in the Kanto region, and the majority are “female in their 20s and 30s.”

Subsequently, data collection was made through a questionnaire, interviews, street fund-
raising activities, and other more participation observations. The analysis was focused 
on the “Gen Z” community in Japan after the 2021 coup, because “the motivation of 
the democratization movement” centered on the “Gen Z”, and it can be said that “the 
democratization movement” itself is making a leap forward in the formation of the current 
Myanmar community in Japan.
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在日ミャンマー人コミュニティの現在
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在日ミャンマー人コミュニティの現在
―2021年クーデター以降の「Z世代」を中心に―

ナンミャケーカイン　Nang Mya Kay Khaing

１．はじめに

　これほどまでにテレビで在日ミャンマー人の様子
を見る機会はあっただろうか。幸か不幸か2021年2
月1日のミャンマー国軍によるクーデター以降、在
日ミャンマー人の姿をテレビや街頭で見ることが多
くなった。そのミャンマー人の姿はこれまで目立た
ず密かに定住する「88世代」とは様相を画し、日本
語で大声で堂々と国軍を批判する「Z 世代」であっ
た。これまでは在日ミャンマー人1コミュニティと
いえば、東京の高田馬場付近に居住する1988年の
クーデター以降に民主化活動を推進してきた人たち
で形成された組織や団体を指すことが多かった。当
時1989年の在留ミャンマー人2は1,947人に過ぎず、
東京の高田馬場に集中していた。そして、ミャンマー
食材を販売する雑貨店やミャンマー料理を提供する
レストランが多い東京の高田馬場は「リトル・ヤン
ゴン」3と呼ばれるようになった。今も東京の高田馬
場とその周辺にたくさんのミャンマー人が居住して
いることに変わりないが、東京の23区内でいえば
池袋や渋谷や品川、そして東京近辺の埼玉県、神奈
川県、千葉県といった地域にもミャンマー人が多く
居住するようになっている。
　2021年2月1日の国軍によるクーデター以降、日
本各地で在日ミャンマー人によってミャンマー国軍
への反対運動、ミャンマー国内避難民への支援物資
のための募金活動、国軍に対する日本政府の動きを
ウォッチし、必要に応じて在日ミャンマー人団体一
同による要請書を日本政府の関係省庁に手交する4

など様々な活動が行われてきた。
　ミャンマー国内においても大学生をはじめとする

「Z 世代」5のレジスタンスは拡大を見せ、その様子
は日本でも報道されている。例えば、「N らじ」6の

「ミャンマー軍事クーデターから1年 抵抗続ける Z
世代」、「NHK ラジオらじるらじる」7の「ミャンマー
軍事クーデターから1年～未来に向かう Z 世代～」、

「NHK World Japan」8 の「Myanmar’s Youth Risk 
All for Democracy」である。また、在外 Z 世代のミャ
ンマー人（少数民族を含む）による活動も2021年3
月・4月ごろから広がっていった。日本にいる Z 世
代も例外ではない。
　これまでの在日ミャンマー人に関する研究に、
2014年までの在日ミャンマー人の全体数や在留資
格別数について日本政府公開データを使って分析し
た梶村美紀氏の研究がある9。2014年末の在留資格
別をみると、ミャンマー人の中では「留学」が最も
多く、次に「定住者」、「永住者」、「特定活動」が上
位を占めていた。2014年から2021年12月にかけて
在留資格別にみるミャンマー人数の変容とその要因
を明らかにすることが本稿の第一課題である。この
点については、日本政府が公開しているデータに基
づいて、いつの時点から在日ミャンマー人の数が増
えたのか、なぜそのように増えたのかを分析する。
　次に、梶村氏によると「88デモ直後に来日するビ
ルマ人は飛躍的に増加した」とあり、「渡航者が行
き先を選択するのではなく、利用するブローカー次
第で行き先が決まった」という10。本稿の第二課題
は、2011年以降のミャンマーからの来日者がどの
ような在留資格を持ち、いかなる経緯で日本に入国
したかを考察することである。ここでは該当する在
日ミャンマー人へのインタビュー調査を活用して、
来日に至る経緯をたどり、いくつかのケーススタ
ディズとして示す。これにより、1988年の民主化
運動以降に来日した長年の在日ミャンマー人（88世
代）との来日過程の相違を明らかにすることが可能
となる。それを土台に、本稿の第三課題として、ア
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　以下、表１のうち主にミャンマーが民政に移管し
た2011年～2020年12月のミャンマー人在留者数

（一時的な滞在者数除く）を整理する12。そのうえで、
いつの時点から在日ミャンマー人の数が増えたの
か、なぜそのように増えたのかを分析する。

　表１によればミャンマー国籍の在留者数が2021
年12月は37,246人で、増えはじめたのは2014年6
月からとなる。2009年から2013年までの在留者数
は約8,000人台でそれほど大きな変化はなかったが、
2014年6月は9,705人となり、前年2013年の8,712人
から11％上昇した。2015年6月になると12,590人ま
で増加し、前年より30％上昇し、2015年以降は急
増傾向にある。このような急増傾向は2020年6月の
コロナ禍まで続くが、2016年6月の上昇率がピーク
で31％に達した。2017年は前年比27％、2018年は
21％、2019年は20％と20％台に落ち着きをみせる
ようになったが、それでも在留ミャンマー人の拡大
は続いていた。
　2020年12月の在留資格別をみると、在留ミャン
マー人全体の約39.8％は「技能実習」、約16.5％は「技
術・人文知識・国際業務（以降、「技人国」と略す）」、
約12.5％は「留学」となる。最も増加をみせた「技
能実習」は2014年6月の233人から2020年12月の
13,963人に急増した。その次に、「技人国」が2014
年6月の1,012人から2020年12月の5,767人に増加
した。少し緩やかではあるが、「留学」資格は2014
年6月の2,053人から2020年12月の4,371人に増え

ンケート調査とインタビュー調査、そして筆者自身
が参加した街頭募金活動などの参与観察を基に、「Z
世代」を中心とする2021年クーデター以降の在日
ミャンマー人コミュニティと、彼らによる反クーデ
ター運動（祖国の市民支援運動）の特徴を分析し、
それを長年の88世代が1990年代から2000年代にか
けて日本で展開した民主化運動とどのように異なる
のかを比較する。これは既存の研究に欠けていた視
点であり、本論考の一番の貢献であるといえる。
　以上３つの問いを立て、最終的に2021年クーデ
ター以降の「Z 世代」を中心とした在日ミャンマー
人コミュニティの現在を明らかにしたい。

２．統計からみる在留ミャンマー人

（１）在留者数の推移と分類
　1996年当時、在日ミャンマー人は西武鉄道の高
田馬場駅から二駅の中井駅の一帯に住んでいた在日
ミャンマー人は、1,000人とも1,500人ともいわれて
いた。そして、「法務省入国管理局の統計によれば、
1995年半ばの時点で、日本に住むビルマ人の数は
およそ1万人（外国人登録をしている者3,660人、不
法滞在者6,189人）だから中井付近のビルマ人密度
はかなり高いといえる。」とも書き記してある11。田
辺氏の記述が正しいのであれば、1995年当時の在
日ミャンマー人は、外国人登録証を持って在留して
いる数より不法滞在者のほうが上回っていたという
ことになる。

年次 在留者総数
技術・人
文知識・
国際業務

介護 技能 特定技能 技能実習 留学 家族滞在 特定活動 永住者 定住者 その他

2006年 5,914          339 0 21           0 0 871         354         337         537         462         2,993
2007年 6,735 460 0 23 0 0 970 398 666 645 544 3,029
2008年 7,789 641 0 19 0 0 1,022 431 1,307 736 756 2,877
2009年 8,366 746 0 21 0 0 1,114 483 1,782 857 795 2,568
2010年 8,577          732 0 24           0 141 1,684      526         1,700      963         1,116      1,691
2011年 8,692          772 0 22           0 138 1,682      535         1,631      1,068      1,381      1,463
2012年12月 8,355          789 0 24           0 87 1,674      522         1,404      1,185      1,647      1,023
2013年6月 8,712          866 0 22           0 74 1,698      521         1,307      1,281      1,802      1,141
2014年6月 9,705          1,012 0 19           0 233 2,053      532         1,081      1,436      2,101      1,238
2015年6月 12,590        1,279      0 24           0 1,378 3,075      538         1,186      1,598      2,312      1,200
2016年6月 16,479        1,675      0 34           0 2,964 4,143      559         1,581      1,796      2,364      1,363
2017年6月 20,874        2,117      0 40           0 5,019 5,278      654         2,051      1,951      2,395      1,369
2018年6月 25,178        2,778      5 41           0 6,814 6,445      776         2,375      2,041      2,452      1,451
2019年6月 30,139        4,051      11 36           0 10,328 5,903      884         2,737      2,181      2,463      1,545
2020年6月 35,060        5,510      34 36           291 13,930 4,451      981         3,745      2,307      2,448      1,327
2020年12月 35,049        5,767      44 35           674 13,963 4,371      1,018      1,879      2,373      2,413      2,512
2021年12月 37,246        6,087      134 32           2,294 11,388 3,207      1,123      6,920      2,550      2,397      1,114

表１．在留資格別ミャンマー人在留者数（2006年～2021年12月）

（出典）出入国在留管理庁ホームページ上の公開データより筆者作成
※「観光目的で一時的な日本滞在者」が含まれない「在留外国人数」を扱う。
＜https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html＞最終閲覧日：2022年9月27日
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　2021年12月の最新データは、2020年12月のデー
タと比べて特定活動が1,879人から6,920人に急増し
たことが特徴である。これは、2021年2月1日の
ミャンマーでクーデターを起こした軍に反対抗議を
表明し、帰国が困難な状態にある在留ミャンマー人
に対して「本国情勢を踏まえた在留ミャンマー人へ
の緊急避難措置」を2021年5月28日に出入国在留管
理庁が発表し、就労が可能で更新も可能な「特定活
動（6ヶ月）」の在留資格を付与することによって「そ
の他の特定活動」が2020年12月1,928人から2021年
12月5,850人に急増したものであろう。また、2022
年4月15日から「本国情勢を踏まえた在留ミャン
マー人への緊急避難措置（改訂）」による「新たな取
扱い」を定め、特定産業分野（介護・農業等の14分野）
で就労可能な「特定活動（1年）」を付与することに
なった。また、もう一つの特徴は、「技能実習」か
ら「特定技能」に在留資格を変更したことにより特
定技能が急増し、技能実習が急減したことである。

（２）日本の各地方におけるミャンマー人の数
　日本の全国各地方においてミャンマー人が在留し
ているが、2020年12月のデータからみると、南関
東（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）に15,039
人在住し、その割合は最も高く、約42.9％となって
いる16。つまり、約2人のうち1人が関東在住とい
うことになる。2番目に多いのは東海（岐阜県、静
岡県、愛知県、三重県）、3番目に多いのは近畿（大
阪府、京都府、滋賀県、兵庫県、奈良県、和歌山県）
となっている（表2）。

表２．‌�日本の各地方17に在留するミャンマー人
の数と割合（2020年12月）

（出典）出入国在留管理庁ホームページの公開データよ
り筆者作成
＜ https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_
ichiran_touroku.html＞閲覧日：2021年9月14日

地方名 人数（人） 割合（％）
北海道 969 2.8
東北 1,362 3.9
南関東 15,039 42.9
北関東・甲信 2,597 7.4
北陸 1,123 3.2
東海 4,915 14.0
近畿 3,449 9.8
中国 1,214 3.5
四国 1,107 3.1
九州 2,964 8.5
不定・不詳 310 0.9
合計 35,049 100.0

た。つまり、2014年6月から2020年12月まで「技
能実習」は約60倍、「技人国」は約6倍、「留学」は
約2倍の増加となる。
　ミャンマー人が技能実習の在留資格で来日するよ
うになったのは2010年からだが、それまでにも「留
学」や「技人国」という在留資格で来日していた。
出入国在留管理庁の統計上の多い順「技能実習」、「技
人国」、「留学」それぞれの在留資格をもつミャンマー
人について概観する。
　まず、全体の約4割を占める「技能実習」は様々
な分野に属している。農業関連従事者、ホテルや旅
館での清掃業、縫製工場従事者、橋やガードレール
などの塗装現場作業員などが挙げられる。本稿の後
半では、縫製工場で働くミャンマー人 Z 世代の例
を取り上げる。
　次に、「技人国」の具体的な例を挙げると、ミャ
ンマーのコンピューター大学を卒業した者を日本の
IT 系派遣会社が現地で面談して採用となり、渡日
前に契約を結び、技術者として来日に至るケースで
ある13。もう一つの例は、ミャンマーの工科大学を
卒業した者を日本の機械メーカーを支える下請けの
機 械 設 計 企 業 で キ ャ ド（CAD：Computer-Aided 
Design）を担うエンジニアをとして来日するケース
となる。この２つのケースとも Z 世代であり、彼
らの例を後半で述べることにする。
　「留学」という在留資格で来日する人には、「国費
留学」と「私費留学」に分類できる。「国費留学」とは、
日本政府とミャンマー政府間の合意の下で日本政府
文部科学省の奨学生としてミャンマー政府が選定し
て派遣される「MEXT 奨学生もしくは国費留学
生」14、自費や民間団体の奨学金を得て留学する「私
費留学生」に分けることができる。ミャンマーには、
自国の政府によって日本へ派遣する奨学金制度がな
いので、ここでいう「国費留学生」とは日本政府の
奨学金を得た留学生のことである。2020年在日中
のミャンマー人国費留学生数は219人で、ミャン
マー人全留学生4,211人の5.2％であり15、私費留学
生のほうが圧倒的に多い。しかしながら、2021年
のクーデターによって「国費留学生」もしくは「ミャ
ンマー政府が国際機関からの援助によって派遣する
留学生」の動向と変容については今後、注視する必
要がある。
　その他には日本人や「技人国」/「永住者」の在留
資格をもつミャンマー人の配偶者としての「家族滞
在」、「定住者」や「永住者」、日本国籍に「帰化」し
た人などもいる。
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と切り替える制度であると説明している19。実際、
表１のミャンマー人の在留資格には2010年から「技
能実習」が初めてみられたが、百単位の僅かな数字
に留まっていた。しかし、2015年から千単位を超
えるようになり、その後も増加し続けた。他方、「特
定活動」の在留資格をもつ者もまだ存在し、増え続
けていた（表1）。従って、2015年以降の在留ミャン
マー人急増の理由は日本の技能実習制度の導入だけ
に起因するものではないと考えられる。
　在日ミャンマー人急増のもう一つの要因は、2011
年以降ミャンマーの民主化への方向転換によるとこ
ろが大きい。ミャンマーでは1988年から2011年3
月まで約23年間続いた軍事政権が、ようやく2011
年に軍服を脱いだ元軍人による民政に移管され、比
較的自由に国外へ出られるようになった。ミャン
マー国内におけるパスポート申請手続きが簡素化さ
れ、それまではパスポート申請するにあたって外国
企業の招待状もしくは入学許可書などを添付する必
要があったが、これらの書類が不要となり、出国理
由を特に明記することなくパスポート申請ができる
ようになった。その他に大学卒業者であれば、学位
相当分の弁償金を政府に納金した証明書もパスポー
ト申請時に必要だった。そのため、当時は多くのパ
スポート申請者は大卒だったとしても高卒だと偽っ
てパスポート申請する人が多かった。このように取
得した学位に応じた弁償金制度が無くなったことも
パスポート申請しやすくなった一要因である。そし
て、海外で就労を希望していた人たちが日本語を学
習し始め、パスポートを取得し、渡日を具体的に実
現させていったのである。
　2015年に行われた総選挙によって2016年にアウ

（３）在留ミャンマー人の年代別男女構成比
　図１に示してあるように2020年12月の在留ミャ
ンマー人の年代別男女比をみると、女性を中心とし
た20代から30代が圧倒的であることが分かる。ま
た、年代別構成比をみると、20代（20歳～29歳）が
約56％、30代（30歳～39歳）が約28.48％を占める

（図１）。そして、この20代・30代・40代の女性の
ほうが男性より多いことも特徴である。このように

「女性が中心で、20代から30代が非常に多く、全体
の約85％を占めている」点が在留ミャンマー人の特
徴である。また、本稿の注目する「Ｚ世代」は在留ミャ
ンマー人の2人に1人となっていることが明らかと
なった。

（４）2015年以降の在留ミャンマー人急増の理由
　表1の出入国在留管理庁の統計によると、在日
ミャンマー人が急増したのはここ7-8年のことであ
る。在留資格をもつミャンマー人は2010年8,577人
であったが、2021年12月になるとその約4.3倍にあ
たる37,246人にまで膨れ上がっていることが分か
る18。なぜここまで急増したかを分析する。
　「技能実習」という在留資格が導入されたのは
2010年7月である。「平成21年7月15日法律第79号」
の出入国管理及び難民認定法一部改正により技能実
習期間のうち実務に従事する期間は「最低賃金等の
労働関係法令」が適用され、技能実習生は労働者と
して扱われることになった。この法改正は、技能実
習生の賃金や時間外労働等に関するトラブルが多発
したことへの対処で、「1年目研修、2-3年目特定活
動」という在留資格だったのを「1年目研修、2-3年
目技能実習」と在留資格を特定活動から技能実習へ

図１．在留ミャンマー人の男女構成比（2021年12月）
（出典）出入国在留管理庁ホームページの公開データより筆者作成
＜ https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html ＞閲覧日：2022年12月18日
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　以上、出入国在留管理庁の統計資料から在留ミャ
ンマー人数の推移を見てきたが、次の章ではイン
タービュー調査および Google forms（以下、「フォー
ムズ」と略す）によるアンケート調査によって在日
ミャンマー人がおかれている実態の解明を試みる。
在日ミャンマー人コミュニティの特徴である20代
女性の「技能実習」と「技人国」のエピソード、2021
年クーデター後「Z 世代」の在日ミャンマー人コミュ
ニティについて取り上げる。そして、1988年クー
デター後の在日ミャンマー人コミュニティと2021
年クーデター後の在日ミャンマー人コミュニティの
相違点について既存研究を参照して検討する。

３．調査からみる在日ミャンマー人

　これまでは統計から在留ミャンマー人の数とその
特徴を整理した。ここでは、フォームズによるアン
ケート調査および個人へのインタービューから在日
ミャンマー人の実態を明らかにする。軍の弾圧が続
いていることを考慮して、個人情報を開示しないこ
とを告知した上で調査を実施した。
　2021年8月から9月にかけて本調査、2022年9月
は追加調査を行った。本調査の時期は、日本国内の
新型コロナウィルス感染状況が悪化し、緊急事態宣
言が再び発令された時期と重なり、インタービュー
調査の一部は対面、その他は電話や Zoom によるも
のとなった。
　まず、フォームズで調査票を作成し、2021年8月
27日から9月5日までの9日間にわたりアンケート
調査を実施した。調査票のリンクを筆者のフェイス
ブックページ（友達1,495人）に2回にわたり一般公
開設定で投稿した。1回目の投稿は「いいね」75人、

「シェア」20件、2回目の投稿は「いいね」38人、「シェ
ア」5件であった。フォームズに90人の回答者があっ
た。従って、調査対象者は無作為にこちらから選定
したのではなく、回答者側に選択権があったことを
記しておく。回答者の中には筆者の知人が50人

（56％）含まれている。また、アンケート回答者の
一部が含まれるが、19人に対してインタービュー
調査を行った。以下はアンケート回答者90人から
得た調査結果を検証し、在日ミャンマー人の渡日の
時期と在留資格の関係から「在日ミャンマー人Ｚ世
代（以下、「在日Ｚ世代」という）の民主化運動の動
機を明らかにし、活動例を紹介する。

ンサンスーチー政権（以下、「スーチー政権」という）
が誕生し、1948年の独立以来2度目の民政誕生と
なった20。しかしながら、2008年の憲法によって国
会の議員席25％は軍人で埋められたまま、2016年
にスーチー政権が誕生した。無論、このスーチー政
権は100％民主化されたものではないことはミャン
マー人たちも重々理解していた。それでも、1962
年のネーウィンの社会主義独裁政権以来、国家元首
を幾度となく交代したり、軍幹部からなる最高意思
決定機関を改名したりしながら50年以上続いた軍
事政権の歴史をもつミャンマーにとって、2016年
のスーチー政権誕生は暗く長いトンネルから出口の
灯りがようやく見えたような感覚であった。このよ
うなミャンマーの政治的変化、およびパスポート申
請手続きの簡素化や自由化などによって「留学」、「技
人国」、「技能実習」という在留資格で来日するミャ
ンマー人が急増するに至った。
　また、スーチー政権の誕生によって海外からの投
資の増加に伴い、国内企業数も増加し、内需拡大に
繋がった。それと同時に、ミャンマー人の海外旅行
者も著しく増加した。これは表３のミャンマーから
日本に入国した短期滞在者数の増加にも表れてい
る。2020年はコロナ禍で渡航が制限されたため激減
したが、2017年から2019年までの3年間は連続して
ミャンマー人短期滞在者が各年1万人を超えた。スー
チー政権下で渡航の自由化が進み、海外へ出られる
ようになったことの表れでもあるといえる。
　梶村氏の在日ビルマ人への視座では2014年まで
の在留ミャンマー人の数や在留資格に関して述べる
に留まっていた。それ以降の公開データの更新と伴
い2015年以降の在留ミャンマー人急増の理由につ
いて当事者による研究分析が本稿の特性でもある21。

表３．‌�ミャンマーから日本に入国した短期滞在者数
（2011年～2020年12月）

（出典）出入国在留管理庁ホームページの公開データよ
り筆者作成
＜ https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_
ichiran_touroku.html＞閲覧日：2021年9月14日

年次 合計 15日以内 90日以内
2011年 2,038      1,289      749         
2012年 3,535      2,701      834         
2013年 5,150      4,064      1,086      
2014年 7,850      6,525      1,325      
2015年 8,473      7,174      1,299      
2016年 9,334      7,925      1,409      
2017年 10,249    8,857      1,392      
2018年 10,325    8,881      1,444      
2019年 11,642    10,036    1,606      
2020年 1,429      1,151 279         
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　最終学歴をミャンマーで終えている人が56人
（62％）、その中で2～30歳代が半分以上を占めてい
て彼らの来日時の在留資格は「技人国」と回答して
いる。本アンケートの回答者の約78％は大学や大
学院修了者となっていて、ミャンマー国内の全体的
な教育環境からすれば高い学歴をもつ人が非常に多
く占めていることになる。

（２）アンケート回答者の来日時期の特徴
　ミャンマーでは2011年に軍服を脱いで民政に移
管したティンセイン政権が発足した。そのティンセ
イン政権は100％の民主的な政権ではなかったが、
民主化への道をこれから歩むという形での民政樹立
に対して、日本政府をはじめ様々な外国政府がミャ
ンマーの新政権を認めるようになった。そのため、

　（１）‌�アンケート調査による在日ミャンマー人の
属性（表４）

　アンケート調査回答者90人のうち男性は34％（31
人）で、女性は66％（59人）である。年齢について
は2022年9月に追加調査を行ったため、年齢不明が
29％（26人）と多く含まれることになった。20歳代
が27％（24人）、30歳代が23％（21人）、40歳代が
9％（8人）、50歳代が12％（11人）で20代と30代
が回答者の半分を示す。
　回答者の居住地は東京が最も多く、約33％（30人）
となる。二番目に多いのは神奈川県23％（21人）、
そして千葉県11％（10人）、京都府6.7％（6人）となっ
ている。その他は北海道から沖縄県まで広がってい
るが、特徴は関東と関西を合わせて約88％（79人）
に上っていることである。

表4．アンケート調査による在日ミャンマー人の属性

（出典）アンケート調査結果より筆者作成
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かなか活動に参加できる時間的・金銭的余裕がない
と回答した。そして、留学生に比して「就労目的」
で来日し、調査時に任意グループと民主化活動をし
ている24人のうち、19人（79％）は「技人国」、3人

（12.5％）は「技能実習」、1人（4％）は「特定活動」、
1人（4％）は「その他」と回答した。また、この24
人の最終学歴は、ミャンマーの大学を卒業したのが
21人（約9割）と大半を占めており、二人は日本の
大学、もう一人は他の国の大学を卒業し、現在は日
本で働いている。つまり、大半はミャンマーの大学
を卒業して、日本で「技人国」在留資格で働いていて、
経済的に自立している人が積極的に活動しているこ
とがわかる。
　スーチー政権下になってから来日したミャンマー
人は2011年以降ミャンマーの大学で教育を受けて、
比較的自由な時期を10代後半と20代前半過ごして
いる「Ｚ世代」になる。また、彼らは、外国企業が
ミャンマーに多く参入するようになり、外国企業が
優秀な大学卒業者を求めて大学に説明にきて、卒業
する前から就職内定を得たりしていた。卒業後の就
職先が卒業前から決まるという今までのミャンマー
にはなかった雇用機会の拡大が生まれたのである。
スーチー政権下で一部民主化とはいえ、ミャンマー
の若者「Ｚ世代」にとっては思い描けられる将来と
希望に満ち溢れた生活があった。
　そのから突如ある日、クーデターを起こされ、将
来への夢を足で踏み消されたと感じている最中、
クーデター軍が罪のない人を撃ち殺す様子を目のあ
たりにし、反軍精神が植え付けられた。「在日Ｚ世代」
も祖国が暗い時代に連れ戻されてしまったと感じた
に違いない。そして、「在日Ｚ世代」をはじめとす
る多くの在日ミャンマー人はミャンマー国内情勢に
ついてフェイスブックを介して情報を収集し、日本
国内でその様子を伝える活動をクーデターの2-3ヶ
月後の2021年3月・4月ごろから開始したのである。

「在日Ｚ世代」の中には働いている人も多くいて、
平日の昼は仕事をこなし、夜はオンライン会議で各
地にいる民主派の仲間と活動の準備、さらに土日に
なるとパンフレット配布を行った。活動開始して
1-2ヶ月後の2021年5月ごろから街頭募金活動も行
うようになった。プライベートな時間をほぼ全て活
動に費やすようになった。ここまで「在日Ｚ世代」
が全力投球する理由は上述したように「クーデター
によって将来が奪われた」という思いが動機につな
がっているところが大きい。一方、1988年の民主
化運動はそれまでになかった民主主義を求める過程

ビジネス分野での交流が増え、同時に日本企業に就
労するため渡日するというミャンマー人がかなり増
加した。その実態が今回のアンケートに回答した在
日ミャンマー人にも表れている。図２で具体的にみ
ると、1989年から2010年までの約21年間の軍政下
において来日したミャンマー人は28人（31％）しか
いなかった。一方、上述のように表面上の民政移管
だったとしても海外への人流が目に見える形で変化
を遂げたのである。ティンセイン政権下2011年か
ら2015年までの間に来日したのは14人（16％）、そ
し て2015年 総 選 挙 で 選 ば れ た 国 民 民 主 連 盟

（National League for Democracy: NLD）党首でも
あるアウンサンスーチー氏が率いるスーチー政権下

（2016年から 2021年1月末まで）では来日者数が最
多で47人（52％）となっている。

図２．アンケート回答者の来日時期
（出典）アンケート調査結果より筆者作成

　回答者の自己申告ではあるが、来日目的は大きく
分けて2種類あると考えられる。その一つである「勉
強目的」で来日した人が最も多く、49人（54％）占
めている。具体的にその内訳をみると、日本語学校
入学のためが16人（33％）、大学入学のためが15人

（31％）、大学院入学のためが14人（29％）、専門学
校入学のためが4人（8％）となっている。その次に
多いのは、「就労目的」で来日した人で27人（30％）
となっている。
　ここでの特徴は、回答者90名のうちスーチー政
権下（2016年～2021年1月末まで）に「就労目的」
で来日した27人のうち3人（活動していない）を除
いて24人（約89％）が後半に記載した任意グループ
と活動を行っていることである22。一方、調査時に

「留学」という在留資格をもっている学生が任意グ
ループと活動を行っているのは35％（7人）と少な
い。留学生がグループの活動に参加しない理由とし
て、学校が休みの土日にアルバイトをしており、な
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ケースは、ほぼ毎週ミャンマー人と会って民主化活
動に積極的にかかわっている例である。
　このことから、基本的には在日ミャンマー人は日
ごろの繋がりを大切にしていることが分かった。
元々ミャンマー人の性格は「人懐っこい」というこ
ともあって毎週会うという人もいるだろう。さらに、
日本という外国で何か困ったときに情報を尋ねた
り、相談したりするためには、日ごろの個人対個人
の繋がりが重要な要素となる。ここで特筆すべき点
は、「クーデター前も会っていたし、クーデター後
も会っている」のは回答者のうち74人（82％）であ
り、コロナ関係なく、非常に濃いつながりを持ち続
けているということがわかる。
　京都居住の留学生（20代女性）に「ミャンマー人
同士で会うのは、どんな時にどこで会うのか？」と
尋ねたところ、「休みの日に誰かの家に仲の良い人
同士集合して、ミャンマー料理を作って一緒に食べ
ることが多い」と回答していた26。筆者は今回の調
査を実施する前にミャンマーレストランや雑貨店な
どを介してミャンマー人同士の付き合いが広がると
仮説をたてて、レストラン経営者2人（日本人1人
とミャンマー人1人）と雑貨店経営者（ミャンマー
人）1人に話を聞いた。彼らの回答では、元々知り
合ったミャンマー人同士が一緒に来店することは
あっても、店が媒体となってミャンマー人同士の
ネットワークが広がることはあまりないことが分
かった。
　実際のインタービュー調査とアンケート調査を通
じてみえてきたのは、ミャンマー人は「個人と個人」
のつながりを非常に重要視している点である。また、
個人間で頻繁に会うことでそのつながりを維持する
という付き合い方である。そして、そのつながりを
維持するための「場」として家で集まることもあれ
ば、「レストランや雑貨店」が活用されることもある。

（４）‌�アンケート回答者からみる在日ミャンマー人
のグループ活動参加

　2021年2月1日ミャンマーでミンアウンフライン
氏率いる軍がクーデターを起こして以降、2022年
12月現在も国民に対する弾圧は続いている。日本
を含む在外ミャンマー人は祖国の民主的な政府の回
復を望んで一生懸命活動を行っている。在日ミャン
マー人グループはたくさんあるが、今回のアンケー
ト回答者90人のうち58人（64％）がグループと一緒
に活動していると答えている。
　さらに、在日ミャンマー人のグループ活動に関す

でクーデターによって弾圧され、クーデター後も民
主化を求め続けるということだった。ここに大きな
相違点があると考察する。
　「88年デモ直後に来日するビルマ人は飛躍的に増
加した。（中略）ビザを得るのが容易であった隣国
タイへ、そして、タイ入国後にブローカーと接触し、
日本のビザ（査証）を入手した人が複数いた。（中略）
多くは観光を目的として短期滞在ビザを得て来日し
たが、なかにはビジネスビザを手配された人もいた。
その他、知り合いの日本人を保証人として観光ビザ
で入国するケースや、正規のパスポートとビザを手
配する時間がなかった学生活動家が、まずは、ビル
マ・タイ国境付近に逃れ、そこからタイへ逃げ込ん
だケースもあった。」23と記された梶村氏の論文から
読み取れる88年クーデター後に増加した当時の在
日ミャンマー人の事情とは大きな違いがみられる。
　2021年クーデター後に活動している在日ミャン
マー人の多くは就労し、安定した収入があり、自立
した生活を営んでいる。一方、88年クーデター後、

「多くの在日ビルマ人は、飲食業をはじめとする
サービス業に就き、長時間勤務により生活費、同胞
への仕送り、日本での政治活動費などを捻出してい
る。」24という状況からすると、本稿で焦点とする「技
人国」のほうが安定した生活基盤があり、そのなか
での活動となっていることがわかる。

（３）‌�‌アンケート回答者からみる在日ミャンマー人
の付き合い方

　まず、回答者の60％（54人）は「ミャンマー人同
士で会う頻度にクーデター前と後で変化していな
い」とうことだが、19％（17人）は「会う回数が減っ
た」、21％（19人）は「会う回数が増えた」と答えて
いる。特に、週1回会っていると答えた人は28人

（31％）で、かなりの頻度といえるが、クーデター
後はそれにも増して34人（38％）が週1回会ってい
るという。さらに、2週間に1回会っている人もクー
デター前（12人、13％）よりクーデター後（14人、
16％）に若干増えている。月1回会っている人はクー
デター前のほうがむしろ多かった。千葉居住の40
代男性によると、「クーデター前はミャンマーを出
る前からの友人3人しかいなかったが、クーデター
後はある任意グループの活動に参加するうちにその
グループメンバーのような形になった。また、いつ
も一緒に活動しているグループの活動が休みの場合
は、別のグループを応援に駆け付けたりして友人が
非常に増えた」とインタービューに答えた25。この
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の襟など）を用いた裁縫実務と数学の試験があった。
これらの試験を全て合格し、採用決定後は6か月間
の日本語学習を受けた。日本語学習期間中の6か月
の間にパスポート申請や在留資格認定証明書（COE: 
Certificate of Eligibility）などの手続きを行った。
来日するまでに400万チャット（約29万円）かかっ
た32。この金額には、日本語学習の費用と渡日の航
空券代と仲介料が含まれる。彼女の場合は、半分の
200万チャットを現地ミャンマーで支払ったが、残
り半分の200万チャットを来日後、給与から50万
チャットを4ヶ月分割して支払ったという。2022年
10月で3年になるが、後2年「技能実習」として働
き続けるよう工場側から要請があった。しかし、在
日ミャンマー人がフェイスブックで投稿した情報を
みて、コンタクトを取って新しい仕事を見つけた。

「なぜ転職することにしたか？」という質問に対し
て「新しい仕事に就くのは不安だが、給与が倍に上
がるので転職を決めた」と答えた。「日本に来て、
一番大変だったこと」については、「日本語」を挙げ、

「来日後、日本語を頑張って勉強した。その結果、
転職する機会を得た」と回答した。JLPT 日本語能
力試験 N3に合格。

【ケース２：29歳女性 E 氏】33

　在留資格：「技人国」
　居住地：関東地方
　仕事：IT 系の人材派遣会社のプログラマー
　日本滞在歴：約８年（2014年4月に来日）（2021年
8月現在）
　2012年10月 に University of Computer Studies, 
Yangon（UCSY）を 卒 業 し、2013年4月 に ミ ャ ン
マーに進出している日系の IT 人材派遣会社で働き
はじめ、同会社の派遣で来日に至った。来日5年経
過後、転職サイトから新しい仕事を探して、同じ
IT 業界内で転職した。パスポート申請費、ビザ代
などの準備金は少額のみで、渡日にかかった費用は
ほぼ「ゼロ」という。勤務先からの派遣であったため、
仲介料はかからず、飛行機代も日本側の企業が負担
した。同じ時期に来日したのは彼女を入れて3人。
UCSY 大学の1学年の卒業生は400～500人いるが、
そのうち1割が日本で働いているのではないか、と
語る。彼女は2021年12月に JLPT 日本語能力試験
N1に合格した。配偶者を日本に呼び寄せた。某グ
ループのリーダーを務めているが、「ミャンマーの
春の革命が勝利して、落ち着いたらミャンマーに
戻って暮らしたい」という。クーデターの2か月後、

る問題点について自由に記入してもらったが、70％
の人々が意見を寄せた。そのうち、主な意見を抜粋
して列挙する。カッコ内は当該内容を記述した人数
である。

１．‌�在日ミャンマー人グループは組織として結束力
／団結力がない（11人）

２．‌�グループ同士の連携が取れていない／協力姿勢
が弱い（5人）

３．‌�グループに対して信頼がもてない（4人）
４．‌�グループの数が多い（3人）
５．‌�ルールを順守する必要がある（3人）
６．‌�自分の考え方と違っていたら敵とみなす人が多

い（2人）
　
　以上のように在日ミャンマー人はグループ活動に
対して否定的な意見が際立ってみられた。「結束力
／団結力がない」や「連携が取れていない」といっ
た意見は今に始まったことではなさそうだ。イン
タービューに答えた大阪居住の40代男性（1998年
来日）によると2004年、当時も在日ミャンマー人同
士は助け合うどころか、グループ同士の仲が良くな
かった、ということを表現する一コマ漫画を描いた
ことがあるという27。彼は時代が変わっても在日
ミャンマー人グループの連携が取れない弱点を指摘
した。

４．「在日Z世代」のケーススタディーズ

　ここでは「在日 Z 世代」の４名をケーススタディー
ズとして取り上げ、彼らはどのような在留資格を
もってどのような経緯で渡日を実現したか、につい
て述べる28。

【ケース１：27歳女性 N 氏】29

　在留資格：「技能実習」（在留ミャンマー人の約
40％を占める）
　居住地：九州地方
　仕事：縫製工場30で仕立ての仕事をしている。
　日本滞在歴：約3年31（2019年11月に来日）（2022
年9月現在）
　来日前もヤンゴンの縫製工場で8年間働いた経験
をもつ。来日にあたって、エージェントを介して日
本の会社を見付けた。まず、エージェントに登録し、
ミシンで布を仕立てる実務試験があった。その実務
試験に合格し、日本人試験官の前で紙と布（シャツ
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Disobedience Movement: CDM）36に参加し、所属
部省内でマークされていたが、奇跡的に国費留学生
としてミャンマーを出国できたのである。日本の留
学先の大学授業は2020年10月からプログラムが開
始していたが、コロナで入国できずオンライン授業
が続いた。従って、来日後1年足らずの2022年9月
にプログラムを終了したが、帰国できず現在、日本
で就職活動中である。国費留学の大学院生は英語で
勉強することを前提にしているため、在学中は日本
語を必ずしも必要としない。しかしながら、日本で
就職するとなると、日本語ができないと就職先がな
かなか見つからないという問題に直面している。実
は就職先どころかアルバイトすら見つからない状態
となっている。同じミャンマー人の私費留学生から
日本語を学ぶなどして、日本語の習得に努力してい
る。また、在留資格を「留学」から「特定活動」に切
り替える必要があるので、これらの手続きについて
も在日ミャンマー人およびミャンマーを支援する日
本人グループの支援を得て行っている、という。

５．‌�2021年クーデター以降「在日Z世代」の活動
―GMSRを事例に―

　2021年クーデター以降「在日 Z 世代」の民主化活
動は、３（２）で既述したように「クーデターによっ
て将来が奪われた」という「Ｚ世代」の思いに賛同し、
国内において罪のない人々が一方的に軍に撃ち殺さ
れたことや弾圧された事態を目のあたりにして、今
まで培ってきた日本での生活基盤を活かして祖国に
いる不自由な人々のために声を挙げる活動と国内に
いる避難民に送る支援物資のための募金活動が「在
日Ｚ世代」の主な活動となる。
　一方、88世代の民主化運動はそれまでになかっ
た民主主義を求める活動であり、その過程でクーデ
ターによって弾圧され、それでも民主化を求め続け
た。
　上述のように88世代の民主化運動との関係性と
2021年クーデター以降「Ｚ世代」および「在日Ｚ世
代」の動機に相違点がみられる。具体的に言えば、「88
デモの参加によって当局の目を逃れるため越境し、
来日後も祖国の民主化のために活動する」37という
状況とは一線を画す。つまり、「在日Ｚ世代」は安
定した仕事と収入がある「技人国」のような在留資
格をもつ高学歴でミャンマー社会においてはエリー
ト層に当てはまる人々によるクーデターへの反対活
動がそもそものスタート地点である。「在日Ｚ世代」

2021年4月に同業種の仲間とパンフレットを配布す
ることから活動が始まった。その約二ヶ月後、ミャ
ンマー国内でコロナ感染の拡大とクーデターの弾圧
による避難民の増大をきっかけに街頭募金活動も開
始した。当初は活動に約50人の在日ミャンマー人
が参加していたが、現在は半分の25人ぐらい。グ
ループ活動はパンフレット配布と街頭募金活動など
を独自で行う一方、後で述べるような「全世界規
模ミャンマー春の革命（Global Myanmar Spring 
Revolution: GMSR」に参加したり、募金集めを目的
とした関東周辺のイベントにも参加協力したりなど
様々な形で在日ミャンマー人の各グループと連携し
ている。グループを結成してから活動を行うのでは
なく、活動していく中でコミュニティ（グループ）
が形成されていったことが特筆すべき点である。

【ケース３：25歳男性 K 氏】34

　在留資格：「技人国」
　居住地：九州地方
　仕事：機械設計会社でキャド（CAD：Computer 
Aided Design）オペレーター
　日本滞在歴：約1年９ヶ月（2021年1月に来日、
クーデター直前）（2022年９月現在）
　2019年10月、Yangon Technological University

（YTU）を卒業し、卒業と同時に現地の日系人材紹
介会社に登録して、いくつかの会社の面接を経て内
定をもらった。コロナ禍の水際対策で外国人入国が
できなかった期間が長かったため、内定から来日ま
でに約1年間ミャンマーで待機を余儀なくされ、そ
の期間はオンラインで日本語を学習した。仲介料は
不要で、日本語学習の費用は人材紹介会社と回答者
が半分ずつの負担。パスポート申請費用など少額だ
けが渡日の費用としてかかった。2021年12月に
JLPT 日本語能力試験 N2に合格した。現在の仕事
は発展性を感じられないという理由で、来日してま
だ1年9ヶ月しか経っていないが、転職することを
決めたという。AI のプログラマーという新しい仕
事を Linkedin で見つけたという。「来日後、プログ
ラミングのオンライン研修を履修後、資格を取得し、
新しい挑戦となるが、転職を決めた」と語った。

【ケース４：29歳男性 T 氏】35

　在留資格：「留学」
　居住地：関西地方
　日本滞在歴：約１年（2021年10月に来日）
　 彼 は ク ー デ タ ー 直 後 か ら 不 服 従 運 動（Civil 
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る。この回の GMSR は、18の国と地域42において
2021年9月14日から国連で開催される総会でミャ
ンマー代表大使にミャンマー国民が支持する国民統
一政府（NUG）が派遣する現役の国連大使を継続し
て認めるよう求める集会やデモ行進である。東京で
は在日ミャンマー人がおよそ2,000人参加した43。
その上、在日ミャンマー人グループを代表して、国
連大学の担当者に公開要求書を手渡した。2021年9
月12日の GMSR は、クーデター後8ヶ月のあいだ
に全世界規模で実施されたストのうち4回目とな
る。「Ｚ世代」が中心になって異なる国や地域のあ
いだで連携した企画である。
　日本国内では東京、札幌、神戸、佐賀の4か所に
おいて GMSR を同時開催した。GMSR 参加者は
GMSR のフェイスブックページから呼び掛けたほ
か、個人のフェイスブック・アカウントから GMSR 
呼び掛け投稿を拡散、個人間のチャットボックスか
ら直接の呼び掛けなども行った。アンケート回答者
のなかで、在日ミャンマー人グループ同士の結束力
／団結力がない（11人が指摘）や連携が取れていな
い（5人が指摘）と記載あるが、2021年9月12日の
GMSR を見る限りでは結束力がないとは言い難い
活動である。
　また、「88世代」の民主化活動と大きな違いは、「IT
技術を駆使した運動」という点にある。なぜならば、
GMSR を YouTube やフェイスブックページから同
時配信した点、実際にデモ行進中オーストラリア居
住のＺ世代の司会者二人による進行で、国民が選ん
だ国民統一政府（NUG）代表のスピーチ、有名な歌
手の抵抗の歌、レジスタンスを続けている国内の若
者らによる詩の朗読、ミャンマーの活動を支えてい
る外国人を交えたトークなどのプログラムが LIVE
配信され、その LIVE は視聴と同時にオンラインデ
モとしての参加にもなるという画期的な活動であ
る44。そのプログラムの一部に東京 GMSR の様子
も配信された。
　このように「IT 技術を駆使した活動」の影響力お
よび効果が「紙媒体」の呼び掛けが主体でリアルな
デモしかなかった「88世代」の民主化運動とは一線
を画すものである45。

６．おわりに

　本稿で明らかになったことをまとめる。まず、
2015年以降の在留ミャンマー人が急増したこと、
とりわけ2016年6月の上昇率がピークであったこ

は IT に精通する世代であるため、ミャンマー国内
の情報を収集する力がある。また、世界の各地にい
る在外ミャンマー人と連携をすることも容易にでき
る層である。これらの特徴から分かるように紙を
ベースにした広報活動を展開せざるを得ない「88世
代」の当時の活動状況とは大きく異なることが想像
に難しくないであろう。
　また、４で取り上げた在日Ｚ世代のケーススタ
ディーズで示したように在日ミャンマー人は「同じ
職場、同じ居住地域、同じ大学あるいは同じ出身大
学を媒体」として「個人と個人」がつながっている。
一方、中にはインターネットサイトやフェイスブッ
クなどを通して転職情報を得たり、日本語などを学
習して資格を取得したりと「公共の場」からの情報
も活用しているのが分かる。
　ケース２で述べたようにクーデター後に活動を開
始したグループが多く、今では日本各地において在
日ミャンマー人グループがみられるようになってい
る。
　コロナとクーデター前までにあったグループとし
て、Myanmar Youth and Student Association, 
Japan ( 以 下、MYSA と 略 す ) が 挙 げ ら れ る。
MYSA メンバ―は現在30代が中心で在日ミャン
マー人同士が結婚し、小さな子供をもつ人が多い。
そのため、同年代の子供をもつ家族同士の交流会を
月1回実施しているという38。これに関してはクー
デター前と後でも変わらず交流会を継続していると
のことである。一方、独身の20歳代を中心とする「在
日Ｚ世代」は、クーデター前は同じ地域に居住する
人たちと地域ボランティアの日本語教室に通ってい
たが、クーデター後は日本語教室に行かなくなり、
その代わり祖国の民主的な政権復帰のため活動を行
うようになったという39。このような「在日Ｚ世代」
の活動は、2021年2月1日のミャンマー国軍のクー
デターとその後の国内の情勢の悪化がきっかけと
なっていることをケース２で述べた。要するに「2021
年クーデター」が「在日Ｚ世代」の民主化運動の活
動を行う「主要な要因」となっているといえよう。
　2021年9月13日現在、在日ミャンマー人グルー
プは把握しているだけでも55グループ存在してい
る40。
　2021年クーデター以降の活動のなかに特筆すべ
き点は「在日 Z 世代」の活動である。ここでは「在
日 Z 世代」活動の例として2021年9月12日に開催
された「全世界規模ミャンマー春の革命（Global 
Myanmar Spring Revolution: GMSR」41を取り上げ
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の特徴について明らかになった。「技人国」の在留
資格をもって来日する「Ｚ世代」は来日前から内定
の仕事があり、安定した収入がある日本生活が根本
にある。その上、ミャンマー社会においては高学歴
となる大学を卒業したエリート層である。IT を介
してミャンマー国内の情報を収集して日本社会に伝
える力をもつ。また、世界各国・各地域にいる在外
ミャンマー人と連携を取り、民主化運動を継続的に
行っている。その際に IT に強い「Z 世代」は活動に
IT 技術を駆使して各国・地域にいる在外ミャンマー
人コミュニティと連携しながら企画をし、運動を実
施している。この点も「紙」をベースにした広報で
運動を行っていた「88世代」より「IT」を駆使した「Z
世代」の活動のほうがより広がりやすく、かつ効率
的で、画期的な運動として GMSR を例に取り上げ
た。これらの内容により2021年クーデター以降の「Z
世代」を中心とした在日ミャンマー人コミュニティ
の現在が明らかになったといえる。
　本稿では技能実習生に対してあまり調査できな
かったこと、在日ミャンマー人コミュニティの現在
として語る際に必要不可欠な少数民族コミュニティ
との関係性が今後の課題として残る。また、ミャン
マー人は「人懐こい」性格の反面「ドライ」なところ
も見受けられた。「在日 Z 世代」のケーススタディー
ズから、来日してそれほど年月が経っていなくても、
ネットを介して仕事を探して転職を決めた例が「在
日Ｚ世代」によくみられる一般的なものか、今後の
研究につなげていきたい。最後に、2021年2月1日
の「クーデター」は「在日 Z 世代」を中心とした「民
主化運動の動機」となり、「民主化運動」そのものが
現在の在日ミャンマー人コミュニティが形成するの
に一躍かっているといえる。

1	 本稿では、国名を「ミャンマー」、民族名を現地の発音

通り「バマー民族もしくはバマー族」、言語を「ビルマ語」、

人を「ミャンマー人」という。1988年のクーデター後、当

時 の 軍 事 政 権 が1989年 に「Burma（ ビ ル マ ）」か ら

「Myanmar（ミャンマー）」に、都市名も「Rangoon（ラングー

ン）」から「Yangon（ヤンゴン）」に表記を変えた。軍事政

権を反対する人たちは「ビルマ」を使い続けている一方、

元々現地の発音通りに表記を変えたからそのほうが呼びや

すいという人々もいる。また、ミャンマーは多民族国家で

135以上の民族がいると言われるが、最も多い民族は「バ

マー（ビルマ）民族」である。その最も多いバマー（ビルマ）

民族の言語「ビルマ語」が公用語であり、東京外国語大学

などでは今も「ビルマ語」を用いている。

と、2017年から2019年にかけて20％台の上昇率を
もたらしながら在日ミャンマー人の数が増え続けた
ことを日本政府の公開データより解明した。この急
増の理由は、技能実習制度の導入以外にスーチー政
権に移行してから、一部の民主主義下でパスポート
取得が容易にできるようになったことなど自由化の
進展によるところが大きい。しかし、既存研究は
2014年度のデータ分析に留まっており、2015年以
降の在留ミャンマー人の増加およびその理由を取り
上げたことが本稿の特性となる。
　次に、2020年12月のデータによると在留ミャン
マー人の多い在留資格は「技能実習」約40％、「技
人国」約16.5％、「留学」約12.5％となっている。
2014年までの梶村氏の分析では「永住者」、「日本人
の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」が全
体の約4割を占めている46。これに対し、2020年12
月ではこの4項目は全体の約15％しかなく、「技能
実習」、「技人国」、「留学」の3項目が全体の69％に
達するという劇的な変化が起きていることが明らか
になった。
　さらに、年代別構成では20代（20歳～29歳）が
約56％、30代（30歳～39歳）が約28.48％で、在留
ミャンマー人2人に1人は「在日Ｚ世代」となってい
る。そして、南関東（東京都、埼玉県、千葉県、神
奈川県）に42.9％が居住していることがわかった。
　第二課題である2011年以降ミャンマーからの来
日者はどのような在留資格をもってどのような経緯
で渡日を実現したか、アンケート調査およびイン
タービュー調査によるケーススタディーズから考察
した。アンケート回答者90人のうち、約52％（47人）
がスーチー政権下の2016年から2021年まで来日し
た。その47人のうち約8割にあたる38人はミャン
マーの大学を卒業して来日した者である。内訳は「技
人国」19人、「留学」18人、「技能実習」3人、「その他」
6人、「扶養家族」1人である。
　在日ミャンマー人の付き合い方は、「個人と個人」
のつながりが基本にある。その上、個人間で頻繁に
会うことで「個人と個人」のつながりを維持すると
いうものである。そして、ミャンマー人同士がかな
りの頻度で直接会い、「個人と個人」のつながりも
重要視しながら、集団としてのコミュニティ活動も
行っていることが分かった。また、フェイスブック
などソーシャルメディアという「公共の場」から情
報を得て活用している様子もケーススタディーズか
らみられた。
　特に日本社会において声を挙げる「在日 Z 世代」
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16	 2021年12月の都道府県別国籍・地域別在留外国人デー

タが見つからなかったため、2020年12月のデータを使用

した。
17	「南関東」には埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、「北

関東・甲信」には茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、

「東海」には岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、「近畿」に

は大阪府、京都府、滋賀県、兵庫県、奈良県、和歌山県が

含まれる。
18	 ＜http://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_

ichiran_touroku.html ＞閲覧日：2022年9月27日
19	 厚生労働省ホームページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

koyou_roudou/koyou/gaikokujin/gaikokujin16/category_

j.html ＞閲覧日：2019年5月10日
20	 一度目の民政は、「ウーヌ政権」と呼ばれ、1948年から
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